



















































































































































































































































農業部門 (１０４５） ３１．２％ lＯＯ
(農業部門のIFEM） (942） (281％） 90.1％(男性：８８３，女'性：95.1）
非農業部門 (2308） ６８．８％ 1００
(非農業部門のIFEM） (1328） (39.6％） 57.5％(男性：５８．０，女性：５７．０）
(IFEＭ合計） (2270） (67.7％） (男'性：63.2)(女'性：36.8）
(非農業部門のIFEM） (1328） 1００．０ (男`性：57.6)(女'性：42.4）
(うち、都市部のIFEM） (746） (56.2％） (男』性：56.7)(女性：43.3）
































者数規模 Ｏ ｏ２ ３ｔｏ５ ｍｏｒｅｔｈａｎ５ Total
業数 ６１３．６ 1１．８ ４．８ 6３０．２
(害'1合） (97.4） (1.9） (0.7） (100.0）
業者数 1０１０．０ 2９．１ 2０．７ 1０５９．９
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ｌ住友向旱）
R口廻とw害1m刃令罐
ＣｂＴＦ罰LmiTnmQ画きITI「ＴｆＭＹ幅ITW回二
出所：Saldana（2000)，pl97およびLopezlnc，ManilaWater，FirstSumidenCircits，
Ｉｎｃのウェブサイトを参考に作成。
注：MERALCO゛はManilaElectricCompany･同社はフィリピン最大の電力配給会社で
あり，同国売り上高最大５社に入る。ただし,Lopez家とＦＰＨＣｏｒｐによる持ち分は，
２０００年代後半の裁判により10％台にまで低下し，逆にCojuangco-族が支配する
SanMiguel社とその関連会社がMERALCO社株の43％を保有している（http:/／
ｅn.wikipediaorg/wiki/Meralco)。
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といえよう。
Ｓ小括
以上の諸点を端的にまとめると，多国籍企業が同国で展開するＢＯＰ戦略は，
基本的には，あくまで家族支配型企業集団のコントロール下にある産業の構図
を基本的に維持し，その権益を保証しながら市場を獲得する戦略に制限される
ことになると結論付けざるを得ない。そうした意味において，従属資本主義論
で指摘されてきた多国籍企業による発展途上国経済の支配のメカニズムはこれ
ら諸国内部の支配のメカニズムを軽視した論理ということになる。発展途上国
における一族支配の構図が支配的であるほど，それらの権益を阻害するような
イノベーションは阻害され，競争制限的メカニズムは維持されることになる。
フィリピン就業層の圧倒的部分を占める貧困層の多くは，インフォーマル・
セクターに属していた。そしてこのインフォーマル・セクターを構成する圧倒
的部分は，露天商，廃品回収，トライシクル運転手等を含む就業者数２名以下
の家内企業群である。他方，非農業部門の民間フォーマル・セクターにおいて
は，有力家族による持ち株会社を媒介とした企業集団による産業支配の構図が
成立している。したがって，こうした構図の中で，多国籍企業が展開する
BOP戦略が発展途上国における貧困解消をはじめとする社会的諸課題の解決
に直結することに関しては，本論文の結論は極めて否定的とならざるをえな
い。換言すれば，この点に関しては，Ｍ・ユヌス氏のソーシャル・ビジネス論
のほうがあきらかに有効'性を保持していることになる。
なお，本論文の課題として残されている，「インフォーマル・セクターと
フォーマル・セクター間の断続と連関のメカニズム」そして「多国籍企業と
現地企業，およびＮＧＯとの共生的ビジネス生態系の構築とソーシャル・ビジ
ネス」の視点からの分析は次の機会に明らかにしたい。
－８７－
[論文］多国籍企業のＢＯＰ戦略とソーシャル゛ビジネスの分析視角（林）
注
ｌ） 本論文は，拙論文（2012）において分析が不十分であった，「発展途上国のイン
フォーマル・セクターとフォーマル・セクター，および家族支配型企業集団に
よる産業支配の特性」の視点に焦点を当てたものである□
本論文では，フィリピンのＢＯＰ分析を意図していることから，１６世紀後半以
降植民地化に置かれてきた同国の植民地遺制との関係』性を通して「インフォー
マル・セクター」を明らかにしていくことを念頭に置いている。
こうした論点は，ＩＬＯの各種レポートによっても指摘されている。すなわち，
発展途上国のIFSにおいて不安定就業状態にある多くの女｣性が，グローバルに
オペレーションを展開する小売業から製造業に至る外資系企業のバリュー
チェーンの末端に組み込まれることによって，国際的な経済動向の安全弁とし
て低賃金な不安定就業の度合いを強めている点である｡現地の麻，綿，製油用・
薬用植物，果物，魚類等の伝統的農水産物の採集，加工によって生計を維持し
てきた現地の人たちは，分類上はIFS＆IFEに属する。こうした分野に外資系
企業が現地のバイヤーを通して入り込むことによって，ＩＦＳのかれらはグロー
バルなバリューチェーンの末端に単なる採集収集のための低賃金の労働に押し
込められる構図となってくる（ILO（2002)，pp36-37)．
Hussmanns,Ｒ、（2004)，pp3-5，
Heintz,J、（2010)，pp410・
インフォーマルセクターに関する日本語文献としては，遠藤（2003）（2011)，
木曾（2003)，松園（2006)，中西（1991）が参考になった。
都市インフォーマル部門の就業形態と職業構成については，中西（1991)，中
西・小玉・新津（2001）が参考になった。また筆者も，1970年代以降，１０度ほ
どの訪問を通して首都圏のインフォーマル部門の就業実態について確認してき
た。
他のアジア諸国の，「非農業部門就業者に占めるインフォーマルセクター就業者
の比率は，下記の通りとなっている。インド（61.1％：1990年)，バングラデシュ
(67.7％：1995-96年)，インドネシア（77.9％：1998年)，タイ（76.8％：1994年）
(ＡＴＭＮＡｍｉｎ:2010,ｐ20)。
Karnari（2007)。
フィリピン政府の2006年の貧困ラインは，個人ベースで１日41.26ペソ（ｌＵＳ
ドル，８１４円)，年1505757ペソ（365ＵＳドル，29705円)，世帯ベースで１日
20629ペソ（５ＵＳドル，408円)，年75,28785ペソ（ｌ８２５ＵＳドル，148526円）
となっている（NSCＢデータ)。
フィリピンの財閥に関しては，梅津（1992)，井上（1994)，Batalla（1999)，
大貝（2001)，Saldana（2000）を参考にした
アテネオ大学（AteneodeManilaUniversity）DevelopmentStudiesProgram，
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１
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SchoolofSocialScience，提供資料。
CGSaldana（2000)，ｐ,161．
フィリピンの会社法では，純粋持ち株会社の設立が認められているため，一族
による多数の企業がこの純粋持ち株会社を通して支配可能となっている（ibid，
193)。
Ibid.,ｐ・'79．
MERALCOの株式所有については，2000年以降，政権の移り代わりとともに
SanCojuangco-族による持ち株比率の増大がなされてきている。これについ
ては図表７の中も参考されたい。
13）
14）
15）
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